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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

（注）１．平成17年４月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。 

４．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、「連結経営指標等」については記載しておりません。

５．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

回次 第22期中 第23期中 第24期中 第22期 第23期 

会計期間 

自平成15年 
９月１日 
至平成16年 
２月29日 

自平成16年 
９月１日 
至平成17年 
２月28日 

自平成17年 
９月１日 
至平成18年 
２月28日 

自平成15年 
９月１日 
至平成16年 
８月31日 

自平成16年 
９月１日 
至平成17年 
８月31日 

売上高（千円） 4,263,088 4,463,636 4,863,207 8,149,922 8,841,740 

経常利益（千円） 389,033 303,716 331,541 357,162 432,414 

中間（当期）純利益（千円） 218,460 170,752 136,097 189,639 262,688 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 409,796 409,796 409,796 409,796 409,796 

発行済株式総数（株） 4,577,221 4,577,221 9,154,442 4,577,221 9,154,442 

純資産額（千円） 2,499,637 2,534,626 2,662,741 2,421,967 2,605,649 

総資産額（千円） 4,443,399 4,535,322 4,877,391 4,292,737 4,940,481 

１株当たり純資産額（円） 574.52 595.80 317.06 567.07 307.33 

１株当たり中間（当期）純利

益（円） 
49.65 40.01 16.15 43.54 29.47 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間）配当

額（円） 
－ － － 12 7 

自己資本比率（％） 56.3 55.9 54.6 56.4 52.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
236,633 △223,268 122,604 315,907 △52,835 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
45,232 63,452 64,291 △44,048 △31,534 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△127,145 58,355 △89,122 △209,922 174,164 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
462,909 266,093 558,247 370,409 459,481 

従業員数（人） 268 299 324 302 341 



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は特に問題なく推移しております。 

  平成18年２月28日現在

従業員数（人） 324 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当中間会計期間における我が国経済は、企業の好業績と雇用環境の改善を背景に、設備投資の増加や個人消費に

回復の兆しが見えてきました。広告業界におけるＳＰ（セールスプロモーション）広告におきましては、企業の積

極的販促活動にともない拡大傾向が続いていますが、コスト見直しや競争激化など厳しい環境が継続することとな

りました。 

このような環境の中で、当社は多様化するユーザーニーズにフィットした、販促効果を高める企画提案営業の強

化に努め、受注拡大を推進しました。 

このような施策を実施した結果、当中間会計期間の売上高は品目別売上高で自社企画製品が減少したものの別注

製品・商品が堅調に推移し、前年同期比9.0％増の4,863百万円、経常利益は前年同期比9.2％増の331百万円、中間

純利益は外注先に対する値引返金額88百万円を特別損失として計上したこと等により、前年同期比20.3％減の136

百万円となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前中間純利益が241百万円（前年

同期比20.4％減）となりましたが、売上債権が112百万円減少したこと等により、前事業年度末より98百万円増加

し、当中間会計期間末には558百万円（前年同期比109.8％増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果、得られた資金は122百万円（前年同期223百万円の使用）となりました。これは、主に税引前

中間純利益が241百万円、売上債権の減少額112百万円、仕入債務の減少額74百万円、法人税等の支払額78百万円

があったこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果、得られた資金は64百万円（前年同期比1.3％増）となりました。これは、主に定期預金・積

金の払戻による収入156百万円、定期預金・積金の預入による支出78百万円があったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果、使用した資金は89百万円（前年同期58百万円の獲得）となりました。これは、主に短期借入

金の純増加額50百万円、長期借入金返済による支出62百万円、配当金の支払額58百万円、自己株式の取得による

支出18百万円があったことによるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 （注） 上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 （注） 上記の金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 自社企画製品につきましては見込み生産のため、該当事項はありません。 

 別注製品につきましては、受注から売上計上まで８日間程度と短期間であり、販売実績とほぼ一致すること及び

受注残高も寡少であることにより記載しておりません。 

品目 
第24期中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

製品     

自社企画     

ポスター類（千円） 225,812 94.7 

のぼり、幕類（千円） 153,512 73.4 

ポリエチレン類、その他のプラスチック製

品（千円） 
629,058 94.0 

その他（千円） 88,018 109.3 

自社企画製品計（千円） 1,096,402 91.6 

別注     

ポスター類（千円） 756,649 109.7 

のぼり、幕類（千円） 637,134 110.1 

ポリエチレン類、その他のプラスチック製

品（千円） 
714,051 131.5 

その他（千円） 236,909 141.7 

別注製品計（千円） 2,344,744 118.5 

合計（千円） 3,441,146 108.3 

品目 
第24期中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

包装紙、紙袋類（千円） 53,722 124.6 

のぼり、幕類（千円） 36,380 119.7 

造花、スチロールボード類（千円） 736,135 133.0 

キャラクター商品（千円）  275,059 48.8 

その他（千円） 134,433 119.2 

合計（千円） 1,235,731 94.8 



(4）販売実績 

１）品目別売上高 

 （注）１．数量の表示は、取扱い品目が多岐にわたり記載が困難なため省略しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 
第24期中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

製品     

自社企画     

ポスター類（千円） 205,366 92.3 

のぼり、幕類（千円） 159,567 90.3 

ポリエチレン類、その他のプラスチック製

品（千円） 
529,762 102.2 

その他（千円） 96,073 100.5 

自社企画製品計（千円） 990,770 97.8 

別注     

ポスター類（千円） 741,160 107.9 

のぼり、幕類（千円） 636,389 110.7 

ポリエチレン類、その他のプラスチック製

品（千円） 
711,282 131.7 

その他（千円） 237,401 142.6 

別注製品計（千円） 2,326,233 118.1 

製品計（千円） 3,317,003 111.2 

商品     

包装紙、紙袋類（千円） 43,645 98.7 

のぼり、幕類（千円） 57,441 121.3 

造花、スチロールボード類（千円） 933,897 113.7 

キャラクター商品（千円）  369,571 85.8 

その他（千円） 141,647 102.6 

商品計（千円） 1,546,204 104.4 

合計（千円） 4,863,207 109.0 



２）地域別売上高 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．上記の区分は、当社販売先の住所によっております。 

３）業種別売上高 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４）主要販売先別売上状況 

 前中間会計期間および当中間会計期間とも主要顧客（総販売実績に対する割合が10％以上）に該当するものは

ありません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当中間会計期間において特記すべき事項はありません。 

地域 
第24期中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

北海道・東北地区（千円） 284,657 101.7 

関東地区（千円） 1,967,510 109.8 

甲信越・北陸地区（千円） 165,404 99.5 

東海地区（千円） 549,718 116.8 

近畿地区（千円） 1,087,635 109.2 

中国・四国地区（千円） 489,035 102.7 

九州・沖縄地区（千円） 319,246 112.9 

合計（千円） 4,863,207 109.0 

業種 
第24期中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前年同期比（％） 

製造業（千円） 481,591 118.4 

卸売業（千円） 858,957 100.4 

小売業（千円） 1,858,778 101.4 

飲食業（千円） 71,481 115.9 

サービス業（千円） 1,413,970 119.8 

その他（千円） 178,428 142.2 

合計（千円） 4,863,207 109.0 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、設備の重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

特記すべき事項はありません。  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 36,000,000 

計 36,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年２月28日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年５月24日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 9,154,442 9,154,442 ジャスダック証券取引所 － 

計 9,154,442 9,154,442 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成17年９月１日～ 

平成18年２月28日 

  

― 9,154,442 ― 409,796 ― 417,677 



(4）【大株主の状況】 

 （注）１．当社は自己株式756,344株を保有しております。 

２．上記資産管理サービス信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係る株式数であります。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

  平成18年２月28日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

浅野 薫 岡山県岡山市新保1319－５ 2,370,676 25.89 

アルファ社員持株会 岡山県岡山市桑野709－６ 1,167,600 12.75 

藤井 昌博 岡山県岡山市西大寺松崎386－７ 695,574 7.59 

世古 孝二 岡山県岡山市大福1308－12 570,374 6.23 

バンク オブ ニユーヨーク 

 ジーシーエム クライアン

ト アカウンツ イー アイ

エスジー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 

LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM 

（東京都千代田区丸の内２丁目７－１） 

389,000 4.24 

有限会社アサノコーポレイシ

ョン 
岡山県岡山市新保1319番地の５ 328,174 3.58 

資産管理サービス信託銀行株

式会社（金銭信託課税口） 

東京都中央区晴海１丁目８－12 晴海アイ

ランド トリトンスクエア オフィスタワ

ーＺ棟 

293,000 3.20 

鈴木 荘平 香川県高松市宮脇町２丁目11番４号 199,000 2.17 

株式会社南日本銀行 鹿児島県鹿児島市山下町１番１号 174,000 1.90 

株式会社トマト銀行 岡山県岡山市番町２丁目３番４号 165,000 1.80 

計 － 6,352,398 69.39 

  平成18年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 756,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,338,000 8,338 － 

単元未満株式 普通株式 60,442 － 
１単元（1,000株）未

満の株式 

発行済株式総数   9,154,442 － － 

総株主の議決権 － 8,338 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  (注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものです。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成18年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社アルファ 
岡山県岡山市桑野

709－６ 
756,000 ― 756,000 8.25 

計 ― 756,000 ― 756,000 8.25 

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

              

最高（円） 416 420 400 450 512 502  

              

最低（円） 396 380 360 396 450 424  



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  ただし、前中間会計期間（平成16年９月１日から平成17年２月28日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年９月１日から平成17年２月28日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマ

ツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   822,671   1,114,940 1,094,105   

２．受取手形   228,787   301,859 247,247   

３．売掛金   1,152,094   1,151,102 1,276,841   

４．たな卸資産   790,972   748,924 709,524   

５．その他   95,907   99,273 168,561   

６．貸倒引当金   △40,900   △30,500 △32,300   

流動資産合計     3,049,533 67.2 3,385,599 69.4   3,463,980 70.1

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※1,2         

１．建物   303,118   283,156 294,723   

２．土地   765,149   765,149 765,149   

３．その他   26,744   33,677 25,628   

有形固定資産合
計 

  1,095,012   1,081,983 1,085,502   

(2）無形固定資産   9,026   11,559 9,597   

(3）投資その他の資
産 

          

１．投資その他の
資産 

  434,393   403,952 388,700   

２．貸倒引当金   △52,643   △5,704 △7,299   

投資その他の資
産合計 

  381,749   398,248 381,400   

固定資産合計     1,485,789 32.8 1,491,791 30.6   1,476,500 29.9

資産合計     4,535,322 100.0 4,877,391 100.0   4,940,481 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 

（平成17年２月28日） 
当中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   711,493   782,657 761,063   

２．買掛金   413,204   435,637 532,002   

３．短期借入金   300,000   250,000 200,000   

４．一年内返済予定
長期借入金 

  59,988   124,584 124,584   

５．未払法人税等   131,000   113,000 99,000   

６．賞与引当金   66,000   69,000 107,000   

７．その他   201,987   184,933 210,121   

流動負債合計     1,883,674 41.5 1,959,813 40.2   2,033,771 41.2

Ⅱ 固定負債           

１．長期借入金   70,046   186,249 248,541   

２．退職給付引当金   46,975   67,131 52,519   

３．その他   －   1,456 －   

固定負債合計     117,021 2.6 254,837 5.2   301,060 6.1

負債合計     2,000,695 44.1 2,214,650 45.4   2,334,831 47.3

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     409,796 9.0 409,796 8.4   409,796 8.3

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金   417,677   417,677 417,677   

２．その他資本剰余
金 

  56   56 56   

資本剰余金合計     417,733 9.2 417,733 8.6   417,733 8.5

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金   29,612   29,612 29,612   

２．任意積立金   1,540,000   1,720,000 1,540,000   

３．中間（当期）未
処分利益 

  287,680   264,639 379,616   

利益剰余金合計     1,857,292 41.0 2,014,252 41.3   1,949,228 39.4

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    10,873 0.2 26,809 0.5   16,479 0.3

Ⅴ 自己株式     △161,069 △3.5 △205,849 △4.2   △187,587 △3.8

資本合計     2,534,626 55.9 2,662,741 54.6   2,605,649 52.7

負債資本合計     4,535,322 100.0 4,877,391 100.0   4,940,481 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     4,463,636 100.0 4,863,207 100.0   8,841,740 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,721,772 61.0 3,057,238 62.9   5,547,591 62.7

売上総利益     1,741,864 39.0 1,805,969 37.1   3,294,148 37.3

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    1,412,464 31.6 1,489,583 30.6   2,859,673 32.4

営業利益     329,400 7.4 316,385 6.5   434,474 4.9

Ⅳ 営業外収益 ※２   1,795 0.0 19,175 0.4   13,762 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※３   27,478 0.6 4,019 0.1   15,823 0.2

経常利益     303,716 6.8 331,541 6.8   432,414 4.9

Ⅵ 特別利益     633 0.0 1,674 0.1   40,798 0.4

Ⅶ 特別損失 ※4,6   1,700 0.0 92,215 1.9   1,700 0.0

税引前中間（当
期）純利益 

    302,649 6.8 241,000 5.0   471,511 5.3

法人税、住民税
及び事業税 

  116,940   97,777 194,418   

法人税等調整額   14,956 131,897 3.0 7,125 104,902 2.2 14,405 208,823 2.3

中間（当期）純
利益 

    170,752 3.8 136,097 2.8   262,688 3.0

前期繰越利益     116,928 128,541   116,928 

中間（当期）未
処分利益 

    287,680 264,639   379,616 

            



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日)

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日)

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

   

税引前中間（当期）純利益   302,649 241,000 471,511

減価償却費   14,909 14,358 30,795

貸倒引当金の増加額（△減
少額） 

  14,373 △3,395 △39,569

賞与引当金の増加額（△減
少額） 

  △39,000 △38,000 2,000

退職給付引当金の増加額   7,857 14,612 13,401

受取利息・有価証券利息及
び受取配当金 

  △551 △518 △1,454

支払利息   4,173 3,809 7,510

固定資産売却益   △633 △219 △992

固定資産除売却損   1,700 334 1,700

減損損失   － 2,950 －

売上債権の減少額（△増加
額） 

  △145,048 112,111 △282,204

たな卸資産の増加額   △319,482 △39,679 △238,480

仕入債務の増加額（△減少
額） 

  10,858 △74,770 179,226

その他資産の減少額（△増
加額） 

  13,101 15,898 △2,796

その他負債の増加額（△減
少額） 

  24,162 △39,511 34,622

未払消費税等の増加額（△
減少額） 

  △20,652 8,030 △14,701

役員賞与の支払額   － △12,000 －

その他   2,854 △991 675

小計   △128,727 204,019 161,244

利息及び配当金の受取額   590 558 1,455

利息の支払額   △4,190 △3,696 △7,616

法人税等の支払額   △90,940 △78,277 △207,918

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  △223,268 122,604 △52,835

 



    
前中間会計期間 

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日)

当中間会計期間 
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日)

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日)

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・
フロー 

   

定期預金・積金の払戻によ
る収入 

  156,000 156,000 156,000

定期預金・積金の預入によ
る支出 

  △78,068 △78,068 △156,115

有形固定資産の取得による
支出 

  △14,278 △15,177 △22,666

有形固定資産の売却による
収入 

  3,877 970 5,677

投資有価証券の取得による
支出 

  △1,640 △1,228 △3,069

長期貸付金の回収による収
入 

  950 491 1,090

その他   △3,387 1,304 △12,450

投資活動によるキャッシュ・
フロー 

  63,452 64,291 △31,534

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・
フロー 

   

短期借入金の純増加額   150,000 50,000 50,000

長期借入金の借入による収
入 

  － － 300,000

長期借入金の返済による支
出 

  △29,994 △62,292 △86,903

自己株式の取得による支出   △11,118 △18,262 △37,636

配当金の支払額   △50,532 △58,568 △51,295

財務活動によるキャッシュ・
フロー 

  58,355 △89,122 174,164

     

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換
算差額 

  △2,854 991 △722

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額
（△減少額） 

  △104,315 98,765 89,072

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残
高 

  370,409 459,481 370,409

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期
末（期末）残高 

  266,093 558,247 459,481

     



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1)有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

  その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

期末決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により

算定） 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

  (3）たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛品 

 総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品、製品、原材料及び仕掛品 

同左 

  貯蔵品 

 最終仕入原価法 

貯蔵品 

同左 

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法） 

 なお、主な耐用年数は、建物

15～50年、車両運搬具６年、工

具器具備品２～８年でありま

す。 

(1）有形固定資産 

同左 

(1）有形固定資産 

同左 

  (2）無形固定資産 

 定額法 

 なお、主な耐用年数は、自社

利用のソフトウェア５年であり

ます。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間負担額を計上しており

ます。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額のうち当期負

担額を計上しております。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

 なお、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額

法により按分した額をそれぞれ

発生の翌事業年度から費用処理

しております。 

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債務債権は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期の到来す

る流動性の高い、容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少のリスクしか負わない短期

的な投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等（消費税及び地方消費

税）の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消

費税等は相殺のうえ流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

 消費税等（消費税及び地方消費

税）の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

 中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 

至 平成18年２月28日） 

前事業年度 

（自 平成16年９月１日 

至 平成17年８月31日） 

───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

 平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適

用しております。これにより税引前中間純利

益は2,950千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末 
（平成18年２月28日） 

前事業年度末 
（平成17年８月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

 374,858千円 395,975千円 388,630千円 

        

※２．担保資産       

(1)担保に供している資産       

建物 

土地 

合計 

268,415 千円

702,873 

971,288 

250,859  千円

702,873  

953,733  

259,918  千円

702,873  

962,791  

(2)担保資産に対応する債務       

短期借入金 

一年内返済予定長期借

入金 

長期借入金 

合計 

    250,000 千円

59,988 

 70,046 

380,034 

250,000  千円

99,588  

134,158  

483,746  

200,000  千円

99,588  

183,952  

483,540  



（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

 １．過去１年間の売上高  当社の売上高は、通常の営業

の形態として、下半期に比べ上

半期の売上高の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高

と下半期の売上高との間に著し

い相違があり、上半期と下半期

の業績に季節的変動がありま

す。 

───── ───── 

※２．営業外収益のうち主要なもの       

受取利息 148 千円 92 千円 281 千円 

デリバティブ取引評価益 － 15,738 千円  9,084 千円 

※３．営業外費用のうち主要なもの       

支払利息 

デリバティブ取引評価損 

為替差損 

4,173 千円

15,849 千円

6,667 千円

3,809 千円

－ 

－ 

7,510  千円

－ 

7,214  千円

※４．特別損失のうち主要なもの       

減損損失 

外注先に対する値引返金額 

－ 

－ 

2,950 千円

88,929 千円

－ 

－ 

 ５．減価償却実施額       

有形固定資産 

無形固定資産 

14,736 千円

173 千円

14,096 千円

262 千円

30,443 千円

352 千円

※６．減損損失 ─────   当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしまし

た。 

───── 

    
場所 用途 種類 

宮城県 

仙台市 

仙台支店 建物、リ

ース資産

（工具器

具備品）

広島県 

広島市 

広島支店 建物、リ

ース資産

（工具器

具備品）

  

     当社は、管理会計上の区分

（主として支店等）を基準にグ

ルーピングを行っております。

営業損益において、減損の兆候

がみられた支店等については帳

簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失

（2,950千円）として特別損失

に計上いたしました。 

 その内訳は、建物1,289千

円、リース資産（工具器具備

品）1,660千円であります。 

 なお、当資産グループの回収

可能額は、正味売却価額（備忘

価額）により測定しておりま

す。 

  



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

貸借対照表に記載されている科目の金額との

関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照

表に記載されている科目の金額との関係 

（平成17年２月28日現在） （平成18年２月28日現在） （平成17年８月31日現在） 

現金及び預金勘定 822,671千円

預入期間が３カ月を超

える預金・積金 
△556,578 

現金及び現金同等物 266,093 

現金及び預金勘定 1,114,940千円

預入期間が３カ月を超

える預金・積金 
△556,692 

現金及び現金同等物   558,247 

現金及び預金勘定 1,094,105千円

預入期間が３カ月を超

える預金・積金 
△634,624 

現金及び現金同等物 459,481 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１．借主側  １．借主側 １．借主側 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価

償却累計額相当額、減損損失累計額相

当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円）

有形固定
資産のそ
の他 

250,840 143,848 106,991

無形固定
資産 

130,898 84,786 46,112

合計 381,738 228,634 153,104

  
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

減損損失
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

有形固定
資産のそ
の他 

218,014 107,632 1,660 108,721

無形固定
資産 

73,620 48,218 － 25,401

合計 291,634 155,850 1,660 134,123

取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

有形固定
資産のそ
の他 

212,605 106,122 106,482

無形固定
資産 

107,732 74,258 33,473

合計 320,337 180,380 139,956

(2）未経過リース料中間期末残

高相当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額

等 

   未経過リース料中間期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相

当額 

１年内 63,556 千円

１年超 92,394 

合計 155,950 

１年内 49,181 千円

１年超 88,503 

合計 137,684 

リース資産減損

勘定の残高 
1,456 千円

１年内 54,804 千円

１年超 93,710 

合計 148,514 

(3）支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定

の取崩額、減価償却費相当額、支払利

息相当額及び減損損失 

(3）支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

支払リース料 40,236 千円

減価償却費相当

額 
38,261 千円

支払利息相当額 1,674 千円

支払リース料   33,475 千円

リース資産減損

勘定の取崩額 
 204 千円

減価償却費相当

額 
 30,941 千円

支払利息相当額 1,482 千円

減損損失 1,660 千円

支払リース料 80,185 千円

減価償却費相当

額 
76,034 千円

支払利息相当額 3,180 千円

(4）減価償却費相当額の算定方

法 

 リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件

の取得価額相当額との差額を

利息相当額とし、各期への配

分方法については、利息法に

よっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

 



前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

２．貸主側  ２．貸主側 ２．貸主側 

─────   未経過リース料中間期末残高相当額  未経過リース料期末残高相当額 

  １年内 1,281 千円

１年超 4,313 

計 5,594 

１年内 1,262 千円

１年超 4,958 

計 6,221 

  （注） 上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース料

期末残高相当額であります。 

 なお、当該転貸リース取引は

おおむね同一の条件で第三者に

リースしているのでほぼ同額の

残高が上記の借主側の未経過リ

ース料中間期末残高相当額に含

まれております。 

（注） 上記はすべて転貸リース取引

に係る貸主側の未経過リース料

期末残高相当額であります。 

 なお、当該転貸リース取引は

おおむね同一の条件で第三者に

リースしているのでほぼ同額の

残高が上記の借主側の未経過リ

ース料期末残高相当額に含まれ

ております。 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない有価証券の内容 

 （注） 譲渡性預金（国内）74,043千円は、中間貸借対照表において「現金及び預金」として表示しております。 

（当中間会計期間） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

前中間会計期間末（平成17年２月28日） 

中間貸借対照表計上額 
（千円） 

時価（千円） 差額（千円） 

国債 500 506 6 

合計 500 506 6 

  

前中間会計期間末（平成17年２月28日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 54,886 73,140 18,254 

合計 54,886 73,140 18,254 

  
前中間会計期間末（平成17年２月28日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

譲渡性預金（国内） 74,043 

その他有価証券   

非上場株式 5,000 

合計 79,043 

  

当中間会計期間末（平成18年２月28日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

株式 57,438 102,443 45,004 

合計 57,438 102,443 45,004 



２．時価評価されていない有価証券の内容 

 （注） 譲渡性預金（国内）74,061千円は、中間貸借対照表において「現金及び預金」として表示しております。 

（前事業年度） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない有価証券の内容 

 （注） 譲渡性預金（国内）74,043千円は、貸借対照表において「現金及び預金」として表示しております。 

  
当中間会計期間末（平成18年２月28日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

満期保有目的の債券   

譲渡性預金（国内） 74,061 

その他有価証券   

非上場株式 5,000 

合計 79,061 

  

前事業年度末（平成17年８月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

株式 56,209 83,873 27,663 

合計 56,209 83,873 27,663 

  
前事業年度末（平成17年８月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

 満期保有目的の債券   

  譲渡性預金（国内） 74,043 

 その他有価証券   

 非上場株式 5,000 

合計 79,043 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自 平成16年９月１日 至 平成17年２月28日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

当中間会計期間（自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

前事業年度（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（持分法損益等） 

 該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 372,240 328,526 △43,713 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 270,720 267,678 △3,041 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

通貨 為替予約取引 338,400 319,620 △18,779 

項目 

前中間会計期間 
（自 平成16年９

月１日 
至 平成17年２月

28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

１株当たり純資産

額 
595円80銭 317円06銭 307円33銭 

１株当たり中間

（当期）純利益 
40円01銭 16円15銭 29円47銭 

潜在株式調整後１

株当たり中間（当

期）純利益 

 潜在株式が存在

しないため記載し

ておりません。 

同左 

  

  

  当社は、平成17年４月20日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

  なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前中間

会計期間における１株当たり情報

については、以下のとおりとなり

ます。 

同左 

  

  

  当社は、平成17年４月20日付で株

式１株につき２株の株式分割を行っ

ております。 

  なお、当該株式分割が前期首に

行われたと仮定した場合の前事業

年度における１株当たり情報につ

いては、以下のとおりとなりま

す。 

    

 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりま

せん。  

１株当たり純資産額 297.90円

１株当たり中間純利益金額 20.00円

 潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりま

せん。  

１株当たり純資産額 283.53円

１株当たり当期純利益金額 21.77円



項目 
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

中間（当期）純利益 

（千円） 
170,752 136,097 262,688 

普通株主に帰属しない金額

（千円） 
－ － 12,000 

（うち利益処分による役

員賞与金） 
（ －） （ －） （12,000）

普通株式に係る中間（当

期）純利益（千円） 
170,752 136,097 250,688 

期中平均株式数（株） 4,266,770 8,424,069 8,505,705 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 
（自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日） 

平成17年１月20日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

────── ────── 

１．平成17年４月20日をもって普通

株式１株につき２株に分割しま

す。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式  4,577,221株 

(2）分割方法 

平成17年２月28日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株

につき２株の割合をもって分割

します。 

    

２．配当起算日 

平成17年３月１日 

当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前中間会計期

間及び前事業年度における１株当

たり情報並びに当期首に行われた

と仮定した場合の当中間会計期間

における１株当たり情報は、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

    

潜在株式調整後１株当たり当期

中間（当期）純利益については、

潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。 

前中間会計
期間 

当中間会計
期間 

前事業年度 

１株当たり
純資産額 
287.26円 

１株当たり
純資産額 
297.90円 

１株当たり
純資産額 
283.53円 

１株当たり
中間純利益
金額 
24.82円 

１株当たり
中間純利益
金額 
20.00円 

１株当たり
当期純利益
金額 
21.77円 

   



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第23期）（自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日）平成17年11月28日中国財務局長に提出。 

(2）自己株券買付状況報告書 

   報告期間（自平成17年８月１日 至平成17年８月31日）  平成17年９月５日中国財務局長に提出。 

   報告期間（自平成17年９月１日 至平成17年９月30日）  平成17年10月７日中国財務局長に提出。 

   報告期間（自平成17年10月１日 至平成17年10月31日）  平成17年11月８日中国財務局長に提出。 

   報告期間（自平成17年11月１日 至平成17年11月30日）  平成17年12月８日中国財務局長に提出。 

   報告期間（自平成17年12月１日 至平成17年12月31日）  平成18年１月11日中国財務局長に提出。 

   報告期間（自平成18年１月１日 至平成18年１月31日）  平成18年２月７日中国財務局長に提出。 

   報告期間（自平成18年２月１日 至平成18年２月28日）  平成18年３月７日中国財務局長に提出。 

   報告期間（自平成18年３月１日 至平成18年３月31日）  平成18年４月４日中国財務局長に提出。 

   報告期間（自平成18年４月１日 至平成18年４月30日）  平成18年５月11日中国財務局長に提出。 

(3）臨時報告書 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の規

定に基づき臨時報告書を平成17年12月28日中国財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

    

   平成17年５月16日

株式会社アルファ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 鎌倉 寛保  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 梶浦 和人  印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成16年９月１日から平成17年８月31日までの第23期事業年度の中間会計期間（平成16年９月１日から平成

17年２月28日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルファの平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年９月１日

から平成17年２月28日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書

    

   平成18年５月17日

株式会社アルファ    

 取締役会 御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中山 紀昭  印 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 三宅 昇   印 

     

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルファの平成17年９月１日から平成18年８月31日までの第24期事業年度の中間会計期間（平成17年９月１日から平成

18年２月28日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルファの平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年９月１日

から平成18年２月28日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 
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